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計画策定にあたって 

 急速な少子化の進行や家庭を取り巻く環境が変化している中、次代の社会を

担う子どもたちが健やかに生まれ、育成される環境の整備を推進するため、平

成１５年７月に「次世代育成支援対策推進法」が制定されました。

 同法において、自らの職員の子どもたちの健やかな育成のための特定事業主

行動計画（以下「次世代行動計画」という。）を策定することとされ、当市にお

いても、「恵庭市職員育児支援行動計画」を平成１７年５月に策定しました。

このたび、「次世代育成支援対策推進法」の期限が平成３７年３月３１日まで

延長されたことに伴い、本計画の見直しを行いました。

 また、平成２７年８月には、女性が職業生活において、個性と能力を十分に

発揮し活躍することや仕事と生活の調和（以下「ワーク・ライフ・バランス」

という。）の推進に取り組む必要性から「女性の職業生活における活躍の推進に

関する法律（以下「女性活躍推進法」という。）」が制定されました。

同法においても、女性職員の積極的な採用・育成・登用に関しての取組みや

働き方の改革、子育てや介護などの家庭生活も行いながら活躍できる職場環境

の整備について、特定事業主行動計画（以下「女性活躍行動計画」という。）の

策定が義務付けられました。

両法ともに、全ての職員が性別に係らず、職員一人ひとりが各ライフステー

ジにあったワーク・ライフ・バランスを実現し、やりがいを持って働けるよう、

職員の意識醸成や働き方の改革を促進し、働きやすい職場環境づくりを推進す

ることを目的としているため、一体化し『仕事と子育て両立のための職員行動

計画』として行動計画を策定しました。

職員の皆さんには、本計画の目的を理解し、仕事と子育てや介護などの家庭

生活、地域活動などを充実していくことで自らも成長していきましょう。 

 平成２８年４月１日 

                    恵庭市長        

                    恵庭市議会議長    

                    恵庭市選挙管理委員会  

                    恵庭市代表監査委員   

                    恵庭市公平委員会 

                    恵庭市農業委員会  

                    恵庭市教育委員会 

                          恵庭市消防長     

恵庭市公営企業管理者
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１．目的 

   全ての職員が性別に係らず、職員一人ひとりが各ライフステージにあっ

たワーク・ライフ・バランスを実現し、やりがいを持って働けるよう、職

員の意識醸成や働き方の改革を促進し、働きやすい職場環境づくりを推進

することを目的としています。

本市の計画は、「次世代育成計画」及び「女性活躍行動計画」を一体とし

て、目的達成を推進しやすい計画を策定します。

２．計画期間 

   次世代育成支援対策推進法は平成３６年度まで、女性活躍推進法は平成

３７年度までの時限立法となっていますが、この計画は市の総合計画の期

間と合わせ、平成２８年４月１日から平成３８年３月３１日までの１０年

間を計画期間とし、中間年である５年後の平成３２年度に見直しを行いま

す。

３．計画の推進体制 

   本計画の実現には、職場全体で積極的に取組みを進めることが必要であ

り、所属長を中心に本計画の内容の理解と実践をし、やりがいを持って働

けるよう職場環境づくりを推進します。

（１）計画の策定主体 

    本計画は、「次世代育成支援対策推進法」第１９条及び「女性活躍推進

法」第１５条に基づき、市長、市議会議長、選挙管理委員会、代表監査

委員、農業委員会、公平委員会、教育委員会、消防長、公営企業管理者

が連名で、職員を雇用する事業主の立場から策定しています。

※「公営企業管理者」は、「公営企業の管理者の権限を行う市長」を指します。

（２）計画の対象者 

    本計画は、市長、市議会議長、選挙管理委員会、代表監査委員、公平

委員会、農業委員会、教育委員会、消防長、公営企業管理者が任命する

全ての職員を対象としますが、休暇制度などが異なる非常勤・臨時的任

用職員については、計画内容と実態が異なるため、可能な限り計画の趣

旨を踏まえ対応を行っていきます。

※女性活躍行動計画における、「教育委員会」の対象者は、恵庭市教育委員会が任命

する職員を指します。
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Ⅰ「計画策定の概要」 



◆国の方針：地方公共団体及び事業主が行動計画を策定する際の指針を策定

（次世代育成支援対策推進法第７条及び女性活躍推進法第７条）

次世代育成支援

対策推進法

①一般事業主行動計画（企業等、従業員 101人以上が義務）
②特定事業主行動計画（自治体）

女性活躍推進法
①一般事業主行動計画（企業等、従業員 301人以上が義務）
②特定事業主行動計画（自治体）

４．計画の効果的な推進に向けた体制整備と公表 

   本計画を策定・推進するために設置した「恵庭市特定事業主行動計画策

定・推進委員会」において、各年度の達成状況の把握・フォローアップを

行います。

   また、恵庭市特定事業主行動計画策定・推進委員は、各職場において本

計画の周知や推進をする役割を担います。

なお、本計画において、数値目標を定めた取組みについては、毎年度、

達成状況を恵庭市ホームページ等において公表します。
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両法を一体とした『恵庭市特定事業主行動計画』を策定



   本計画の策定にあたり、次世代行動計画については、平成２７年８月に

全職員を対象に「仕事と家庭生活の両立等に関する意識や実態についてア

ンケート」を実施し、職員の意識や課題の分析を行いました。（前回調査は、

平成１７年度に実施。）

   また、女性活躍行動計画については、国の事業主行動計画策定指針に沿

った、把握項目の必須項目（７項目）について状況を把握し、女性の活躍

推進のための課題分析を行いました。

１．次世代行動計画に関する現状と課題 

『課題１』 子育て支援に係る制度について職員の関心や認知度が低い。 

○ 本アンケート調査の回答率が全体で 42.0％（男性 38.6％、女性 53.0％）
であり回答率が低い。

○ 子育て制度の認知度は、「育児休業」は全体 92.5％（男性 90.5％、女
性 97.2％）で前回調査時（全体 90.9％）と大きな差はない。

    「配偶者出産休暇」は全体 73.8％（男性 69.8％、女性 83.1％）、「育児
参加休暇」は全体 52.9％（男性 51.5％、女性 56.3％）で実際に制度利
用する男性職員の認知度が低い。

○  育児休業を取得しなかった（しない）理由について、「職場に迷惑を

かけるため」は全体 45.1％（男性 44.6％、女性 50.0％）、「職場が育児
休業を取得しにくい雰囲気のため」は全体 12.0％（男性 12.3％、女性
8.3％）と職場環境を理由とした回答となっている。

○ 育児休業の取得を促進するために必要な取組みにおいて、「職場の意

識改革」は全体 60.1％（男性 64.7％、女性 49.3％）で前回調査時（全
体 54.3％）より増加している。

『課題２』 子育て支援に係る制度が利用しやすいような職場の環境や雰囲気

が不足している。 

○  育児の制度利用をしなかった（しない）理由について、「みんなに迷

惑がかかると感じる」と回答している割合は、「育児休業」は全体 45.1％、
「配偶者出産休暇」は全体 44.6％、「育児参加休暇」は全体 33.1％と高
い。

○  育児休業の取得促進に向けた取組みとして、「職場の意識改革」は全

体 60.1％（男性 64.7％、女性 49.3％）と回答している。
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Ⅱ「本市の現状と課題」 



『課題３』 働き方で仕事以外（プライベート）の時間に影響が出ている。 

○  超過勤務が仕事以外のプライベートな時間への影響は、「多大な影響

を与えている」は全体 22.9％（男性 22.5％、女性 23.9％）、「ある程度
影響を与えている」は全体 46.3％（男性 45.6％、女性 47.9％）と影響
があるとした回答数が高い。

○  年次有給休暇の取得について、「用事があるなど必要なときのみ休む」

は全体 45.8％（男性 43.8％、女性 50.7％）、「業務に支障がない範囲で
休む」は全体 45.8％（男性 49.1％、女性 38.0％）と回答している。

○  年次有給休暇の取得の理由については、「病院の通院」は全体 70.0％
が高く、「子の幼稚園、学校行事等の参加」は全体 47.9％、「家族の介護」
は全体 36.7％と家族のための休暇取得と回答している。

○  あると良いと思う休暇制度に、「誕生日休暇」「家族の記念日休暇」「家

族（親も含む）の通院や介護休暇」などプライベートな理由のものが多

く回答されている。

２．女性活躍行動計画に関する現状と課題 

各把握項目の区分において、一般行政職は、事務職・技術職・労務職の職員が該

当する。

（１）実態の把握 

『把握項目１』 採用の女性割合

  ○ 平成２７年４月１日採用職員の内訳（採用数 ２４名）

                        （単位：人）

区 分 採用数 うち男性 うち女性

一般行政職 ２０ １４ ６ 

消防職 ４ ３ １ 

※過去３年間（平成２４年度～平成２６年度）の男女別の採用における競

争倍率 （消防職を除く）

 ・男性：１５．５４倍  ・女性：１６．９５倍

『把握項目２』 継続勤務年数の割合

○ 平成２７年３月３１日時点の正職員（消防職除く）

区 分 男性 女性 合計

職員数（人）  ２９３  １３１  ４２４ 

平均年齢（歳） ４２．５ ３９．８ ４１．６ 

平均勤続年数（年） １９．２ １９．０ １９．１ 
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『把握項目３』 職員一人当たりの各月ごとの超過勤務時間

○ 平成２６年度の各月の状況

区 分 H26.4 H26.5 H26.6 H26.7 H26.8 H26.9 

総超勤時間数(時間) 6,192 5,298 4,792 4,675 3,165 4,380 

職員数（人）  380 380 380 379   379   378 

月平均（時間） 16.29 13.94 12.61 12.34   8.35 11.59 

区 分 H26.10 H26.11 H26.12 H27.1 H27.2 H27.3 

総超勤時間数(時間) 4,582 5,407 3,679 3,594 4,738 5,014 

職員数（人）  380  382  381  380  380  380 

月平均（時間） 12.06 14.15  9.66  9.46 12.47 13.19 

『把握項目４』 管理的地位にある職員に占める女性割合

  ○ 平成２７年４月１日時点（職員数：５８６人）

                        （単位：人）

区 分 人数 うち男性 うち女性

部長職 11 10 1 

次長職 19 18 1 

課長職 62 57 5 

※過去３年間（平成２５年度～Ｈ２７年度）の男女別の課長職（管理職）

に昇任した率

区 分 男性 女性 合計

昇任対象者（延）  ２３８    ３７  ２７５ 

３年間の昇任者(人)   ３６    ４   ４０ 

３年間の平均率(%) １５．２ １０．９ １４．６ 

注）課長職昇任対象者は、主査職３年以上在職している職員。

『把握項目５』 各役職段階に占める女性職員の割合

  ○ 平成２７年４月１日時点（職員数：５８６人）

区 分 人数 うち男性 うち女性 女性割合(%) 

管理職 92 85 7 7.6 

主査職 166 136 30 19.０ 

スタッフ 328 225 103 36.9 
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『把握項目６』 男女別の育児休業取得率・平均取得期間

  ○ 平成２６年度の実績 （単位：人）

区 分
対象者数

（男性）

取得者数

（男性）

対象者数

（女性）

取得者数

（女性）

一般行政職 5 0 ４ ４ 

消防職 8 0 － － 

   ※育児休業取得者４名については、１年間休業を取得。

注） 対象者については、男性職員は当該年度に子どもが生まれた職員、     

女性職員は、当該年度に育児休業が取得できることとなった職員。

     なお、対象者には前年度から継続して育児休業を取得している職員は含まない。

『把握項目７』 男性の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得率・

平均取得日数

  ○ 平成２６年度の実績

区 分 対象者数

配偶者出

産休暇取

得者数

取得平均

日数

育児参加

休暇取得

者数

取得平均

日数

一般行政職 5 3 2.4  2 4.5  

消防職 8 5 2.6  0 0 

注）対象者については、当該年度に子どもが生まれた職員。

◆把握項目の必須項目（７項目） 

※職種等に基づく職員のまとまりで把握する項目は●印 

１ 採用の女性割合 ● 

２ 継続勤務年数の割合 ● 

３ 職員一人当たりの各月ごとの超過勤務時間 

４ 管理的地位にある職員に占める女性割合 

５ 各役職段階に占める女性職員の割合 

６ 男女別の育児休業取得率・平均取得期間 ● 

７ 
男性の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得率・平均

取得日数 
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（２）課題分析 

『課題１』 女性職員の活躍に向けた対策の発信が必要である。

  ○ 職員採用試験における女性の受験比率は一定程度の人数はあります。

今後は、様々な分野における優秀な女性職員を確保するために、新規

職員採用、職員数、管理職登用など職員採用から管理職に登用するまでの

あらゆる段階について、女性の働き方がイメージしやすい取組みや男女共

に働きやすい職場環境を庁内外に発信することで、本市で働いてみたいと

思う意欲の高い優秀な人材を確保することが必要です。

『課題２』 仕事と生活の両立に向けた環境づくりの必要がある。

  ○ 全ての職員が、家事・子育て・介護など家庭生活における責任を果た

しながら職場においても貢献していく、ワーク・ライフ・バランスを推

進する必要があります。

特に、超過勤務時間の状況や男性職員の子育てに関する休暇等の取得

の状況の把握、職場のハラスメント対策など、男女共に働き方の意識改

革を進め、多様な人材を活かす組織風土へと変革することは重要です。
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１．計画の基本的な考え方 

   本市の現状と課題を踏まえて、仕事と子育てや介護などの家庭生活、地

域活動などを充実していける職場環境の整備に取組み、本市職員の仕事と

家庭生活の両立の実現を目指します。

   また、子育てについては、職員本人の子どもだけではなく、職員の孫世

代への関わりや子育て支援等も含めた広い視野でとらえ、職場における理

解、協力ができることも含めます。

さらに、具体的な方策や目標については、達成状況を客観的に評価でき 

るよう、実施時期や目標値を定めます。

２．具体的な取組み 

『取組み１』 子育てや介護に関する休暇・休業制度などの利用促進

   恵庭市では、育児休業をはじめ、妊娠から子育て、家族の介護等に利用

できる制度が整備されており、制度についての認知度も徐々に向上してい

ます。

   特に、男性職員の子育てや介護に関する休暇・休業制度の取得の必要性

の理解など、職場全体で各種制度を利用しやすい環境づくりを進め、職員

が必要な場面で気兼ねなく制度利用できるように支援していきます。

【事業主としての取組み】

  ・ 子育てや介護に関する休暇・休業制度などを、職員ポータル（庁内掲

示）で周知徹底を図ります。

・ 職員が安心して休業できるよう、休業期間や職場の状況に応じた代替

 職員や任期付職員の配置に努めます。

【職場としての取組み】

 ★所属長

  ・ 日頃から、業務に関する職場内での情報の共有化の推進、制度利用を

希望する職員が担当している業務が、他の職員によっても処理できるよ

う努めます。

  ・ 所属長本人が子育て期にある場合や家族に介護が必要な時は、率先し

て制度を利用します。
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Ⅲ「具体的な取り組み」 



★職員本人

・ 職員本人は、制度を有効に利用します。

・ 周囲の職員と連携を深め、制度利用の際には担当業務の引継ぎを確実

に行います。

 ★周囲の職員

  ・ 子育てや介護に関する各種制度の内容や趣旨の理解を深め、職場全体

で協力し合います。

『取組み２』 妊娠中及び出産後における職場環境への配慮

   職員が妊娠し出産をする場合には、母性保護、母子健康管理などの視点

から、様々な制度が利用できます。

   これらの制度については、妊娠した職員本人だけではなく、職場全体が

その制度の必要性について十分に理解・認識することで、安心して制度利

用ができる職場環境を整えることが重要です。

【事業主としての取組み】

・ 母性保護及び母性健康管理の観点から設けられている特別休暇等の

制度について周知を図ります。

  ・ 出産費用の給付等の経済的支援措置について周知を図ります。

  ・ マタニティ・ハラスメントなどハラスメント防止に努めます。

【職場としての取組み】

 ★所属長

・ 妊娠中の職員に対しては、本人の希望に応じ、時間外勤務を原則とし

て命じないこととします。 

★職員本人

・ 職員本人は、制度を有効に利用します。

 ★周囲の職員

・ 職場はその必要性について理解し、制度の利用がしやすい雰囲気づく

りに努めます。
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『取組み３』 子どもの出生時における積極的な子育てを支援

   子どもの出生は、子育ての始まりであり、子どもを持つ喜びを実感する

とともに、十分な子育て環境を整えるための大切な時期です。

   特に、男性職員は「配偶者出産休暇」「育児参加休暇」など子育ての始ま

りに利用できる制度が整備されており、利用促進を図ることで、子育ての

始まりの時期から、積極的に子育てが行えるよう支援します。

【事業主としての取組み】

  ・ 男性職員が積極的に子育てをすることの意義や子育てに関する各種制

度の周知を図り、男性職員の子育てに対する職場全体の理解を深めます。

  ・ 男性の子育て参加を阻止するモラル・ハラスメントの防止を図ります。

【職場としての取組み】

 ★所属長

  ・ 日頃から所属職員に対してその必要性を呼びかけ、男性職員が積極的

に子育てを行うことができる職場環境づくりに努めます。

 ★職員本人

・ 職員本人は、制度を有効に利用します。

・ 制度を利用する際は、できる限り早期に所属長や周囲の職員に対し、

制度利用の意向や計画を伝え、業務の調整を行います。

 ★周囲の職員

  ・ 男性職員が積極的に子育てを行うことの必要性について理解を深め、

職場全体で子育てに協力します。

【数値目標１】（達成年度：平成３７年度） 

＊ 男性職員の育児休業取得率・・・  １０％以上 

  女性職員の育児休業取得率・・・ １００％ 

  （平成２６年度の取得率は、男性０％、女性１００％であり、数値

目標は北海道の子育て計画と目標値は同じ） 

＊ 男性職員の子ども出生時における休暇取得率 

              ・・・ ５日以上の休暇 １００％ 

（対象制度は、配偶者出産休暇及び育児参加休暇。数値目標は北海

道の子育て計画と目標値は同じ） 
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『取組み４』 女性職員の活躍の推進

   男女共に家庭生活を意識した働き方の工夫や職場における性別役割意識

改革、様々なハラスメントへの対策を充実するなど、ワーク･ライフ･バラ

ンスの実現に取り組むことで、女性の活躍を職場全体で推進します。

   また、新規採用職員の女性割合や管理職登用の状況など、職場における

女性の働き方がイメージしやすくなるよう、積極的に情報発信をします。

【事業主としての取組み】

  ・ 職員採用試験や採用者の女性の割合などを、市ホームページに職員採

用情報として掲載します。

  ・ 女性のキャリア意識の醸成や能力開発の機会になるよう、研修会等を

積極的、計画的に開催します。

  ・ 出産や子育て期においても能力を発揮し、継続して働き続け、管理職

を目指す道を選択できるよう、採用から管理職登用までの各段階の課題

に応じた人材育成を行います。

  ・ 男女共に十分に能力を発揮できる職場環境づくりのため、ハラスメン

ト対策を充実します。

【職場としての取組み】

 ★所属長

  ・ 日頃から所属職員に対して男女が共に家事・子育て・介護など家庭生

活を充実していくことの必要性について呼びかけます。

  ・ 男女共に、多彩な業務経験ができるよう業務分担に配慮します。

 ★職員

  ・ 職場における性別役割分担意識をなくすることの意識を高めます。

  ・ 職種や職階を越えて女性職員同士の交流を心がけ、不安解消や意欲向

上に努めます。

【数値目標２】（達成年度：平成３７年度） 

＊ 女性管理職の登用率・・・ ２２％以上 

 （平成２７年度の登用率は７．６％を基準にし、その３倍）
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『取組み５』 子育てや介護がしやすい職場環境づくり

   職員一人ひとりが健康で豊かな生活のための時間を確保できるよう、業

務遂行体制の工夫や見直し、時間外勤務の縮減、年次有給休暇の取得がで

きる職場環境づくりを行います。

【事業主としての取組み】

  ・ 時間外勤務縮減方針の推進、職員安全衛生委員会の活用などにより、

時間外勤務の執行状況や年次有給休暇の取得状況について、職員に周知、

意識啓発をします。

  ・ 長時間労働による健康障害を未然に防止するため、産業医・保健師相

談の利用の勧奨や周知を継続します。

  ・ 子育てや介護をしている職員については、意向調査等も踏まえながら、

   人事異動に配慮します。

【職場としての取組み】

 ★所属長

  ・ 日頃から職場における時間外勤務の執行状況や年次有給休暇の取得状

況、職員の健康状態を的確に把握したうえで、業務遂行体制の見直し、

明確かつ的確な指示をします。

  ・ 職員が子育てや介護に関連したこと、家族の記念日や社会貢献活動な

どのために年次有給休暇を取得することを推奨するなど、休暇を取得し

やすい職場の雰囲気づくりに努めます。

 ★職員

  ・ 年次有給休暇、夏季休暇やリフレッシュ休暇の計画的な取得を図り、

   また、必要な時に気兼ねなく休暇を取得できるように、普段より周りの

職員とコミュニケーションをとるようにします。

【数値目標３】（達成年度：平成３７年度） 

＊ 年次有給休暇取得日数・・・ 年１２日以上 

 （付与日数の６割、平成２６年度の取得平均日数の１．５倍）
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◆各取組みと両法の関連

※取組み内容に関連がある場合は●印 

※表中「次世代」とは「次世代行動計画」を、「女性」は「女性活躍行動 

計画」を指します。 

取組 取組みの目標 次世代 女性 

１ 
子育てや介護に関する休暇・休業制度などの

利用促進
● ● 

２ 妊娠中及び出産後における職場環境への配慮 ● ● 

３ 
子どもの出生時における積極的な子育てを支

援
● ● 

４ 女性職員の活躍の推進 ● 

５ 子育てや介護がしやすい職場環境づくり ● ● 
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３．数値目標と情報公表について 

   本計画の推進を図るため、数値目標を定めた取組みについては、毎年度、

達成状況を恵庭市ホームページ等において公表します。

（１）数値目標 

『数値目標１』 子育てに関する休暇等の取得促進に係る数値目標 

『数値目標２』 女性管理職の登用に係る数値目標 

『数値目標３』 年次有給休暇取得日数 

育児休業取得率：（達成年度：平成３７年度） 

＊男性職員 ・・・  １０％以上

＊女性職員 ・・・ １００％

平成２６年度

育児休業取得率

男性職員   ０％

女性職員 １００％

男性職員の子ども出生時の休暇取得率：

（達成年度：平成３７年度） 

対象制度：配偶者出産休暇 

       育児参加休暇 

＊５日以上の休暇 ・・・ １００％

平成２６年度

男性職員の子ども出生

時の休暇取得率

 取得率 １５．４％

平成２６年度

女性管理職の登用率

 登用率  ７．６％

女性管理職の登用率：

（達成年度：平成３７年度） 

＊登用率 ・・・ ２２％以上 

平成２６年度

年次有給休暇取得日数

 １人平均  ８日

年次有給休暇取得日数：

（達成年度：平成３７年度） 

＊取得日数 ・・・ １２日以上 
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１．特定事業主行動計画検討等の経緯 

年 月 日 主 な 検 討 等 の 内 容

平成 27年 5月 26日 第 1回目委員会開催
・特定事業主行動計画策定・推進委員会設置要綱について

・特定事業主行動計画の策定について

 （計画策定の主旨について）

平成 27年 7月 22日 第 2回目委員会開催
・計画策定のためのアンケート調査について

平成 27年 8月 12日
～8月 22日

職員対象にアンケート調査を実施

「市職員の子育てと仕事の両立に関するアンケート調査」

平成 27年 10月 30日 第 3回目委員会開催
・アンケート調査集計結果

・特定事業主行動計画（素案）について

・女性活躍推進法及び女性活躍行動計画の策定について

平成 28年 1月  8日 第 4回目委員会開催
・特定事業主行動計画（案）について

平成 28年 2月  1日 庁議

・特定事業主行動計画（案）について

平成 28年 2月  3日
～2月 22日

職員に計画（案）の意見募集

平成 28年 2月 26日 第 5回目委員会開催
・意見募集の結果について

・特定事業主行動計画の最終確認

Ⅳ「計画策定の検討等の経緯」 
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２．恵庭市特定事業主行動計画策定・推進委員会設置要綱 

恵庭市特定事業主行動計画策定・推進委員会設置要綱 

（設置）          

 第１条  この要綱は、次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）及び  

   女性の職業生活における活躍の推進に関する法律(平成 27 年法律第 64 号)に基づく 

恵庭市特定事業主行動計画（以下「計画」という。）策定に伴い、計画の策定及び 

推進を行うため、恵庭市特定事業主行動計画策定・推進委員会（以下「委員会」と 

いう。）を設置する。        

 （所管事項）           

第２条  委員会は次の事項を所管する。     

   （１）計画の策定に関する事項。      

   （２）計画の検証、推進に関する事項。    

   （３）その他必要と認める事項。      

 （組織）          

 第３条  委員会は、委員長、副委員長及び委員をもって組織する。 

２  委員長は総務部長とし、副委員長は総務部次長をもって充てる。 

３  委員は別表に掲げる者をもって充てる。   

４    委員の任期は２年間とし、再任は妨げない。  

 （会議）          

 第４条  委員会は、必要に応じ委員長が召集する。  

２  委員会の議長は、委員長がこれにあたる。   

３  委員長は委員会を代表し、会務を総括する。  

４  委員長が不在のときは、副委員長がその職務を代理する。 

 （関係者の出席）          

第５条  委員長は、必要に応じて委員会に関係者の出席を求め、説明又は意見を聞く 

ことができる。          

 （庶務）           

第６条  委員会の庶務は、総務部職員課において行う。 

 （その他）           

第７条  この要綱に定めるもののほか、必要事項は委員長が定める。 

    附  則          

  この要綱は、平成２７年５月２６日から実施する。  
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別表（第３条第３項関係）        

  〔恵庭市特定事業主行動計画策定・実施委員会〕      

  委員長  総務部長       

  副委員長 総務部次長        

  委員  子ども未来室長       

    育児休業職員又は育児休業予定職員の所属の管理職  

    消防本部総務課長      

    総務・男女共同参画担当      

    子育て中又は育児休業予定職員     

    職員労働組合代表者      

    その他  
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３．恵庭市特定事業主行動計画策定・推進委員名簿 

役 職 所     属 氏  名 

1 委員長 総務部長 北林  剛 

2 副委員長 総務部次長 有沢 伸幸 

3 委 員 保健福祉部子ども未来室室長 坂上 智子 

4 委 員 消防本部総務課長 渡辺 成人 

5 委 員 総務部総務課総務・男女共同参画担当 廣瀬  郁 

6 委 員 企画振興部企画・広報課 向井 由美 

7 委 員 生活環境部市民課 笹村 雄平 

8 委 員 保健福祉部保健課 庄司 美香 

9 委 員 保健福祉部子ども未来室子育て支援課 松浦 未奈 

10 委 員 経済部花と緑・観光課 前田 孟志 

11 委 員 建設部建築課 境谷 香奈 

12 委 員 水道部経営管理課 加藤 あゆみ 

13 委 員 教育部図書課主査 黒氏 優子 

14 委 員 職員労働組合書記長 橋爪 雄太 

15 委 員 職員労働組合青年女性部長 浅見 宏太 
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１．恵庭市職員の育児休業・休暇等に関する制度

項目 
利用対象 

内容 （備考） 期間 
男 女 

育
児
休
業
等

育児休業 ○ ○ 
子を養育するために認めら

れる休業 

配偶者の就業や育児休業

等の状況に関わらず育児

休業の取得が可。父は産後

休暇中に最初の育児休業

取得した際、再度の育児休

業可。 

子が３歳

に達する

まで 

育児短時間勤

務 
○ ○ 

子を養育するために認めら

れる短時間勤務 

（詳細は職員課に問合せ下

さい） 

配偶者の就業や育児休業

等の状況に関わらず育児

短時間勤務の取得が可。再

度の取得の際、3ヶ月以上

期間があればよい。 

子が小学

校の就学

の始期に

達するま

で 

部分休業 

（育児時間） 
○ ○ 

1日 2時間以内（就業時間

の初めか終わりにおいて承

認） 

配偶者の就業や育児休業

等の状況に関わらず育児

時間の取得が可。 

子が小学

校の就学

の始期に

達するま

で 

休
暇
制
度

妊娠中及び産

後1年未満の

職員の保健指

導・健康診査 

× ○ 

妊娠中及び産後1年未満の

職員が母子保健法に規定す

る保健指導・健康診査のた

めの休暇 

妊娠23週までは4週に1

回、妊娠24～35週まで

は2週に1回、妊娠36

週以降は週1回。医師か

ら特別に指示された回数。

産後1年までの間1回。 

妊娠から

産後1年 

産前休暇 × ○ 
出産予定の女性職員に与え

られる休暇 

産前8週間（多胎妊娠の

場合は14週間） 

産前８週

間 

産後休暇 × ○ 
出産した女性職員に与えら

れる休暇 
産後8週間 

産後８週

間 

育児時間

（保育時間） 
× ○ 

１歳未満の子の授乳等のた

め、１日２回６０分以内の

休暇 

（女性職員のみ） 

子が生後

１年に達

するまで 
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項目 
利用対象 

内容 （備考） 期間 
男 女 

休

暇

制

度 

配偶者出産休

暇 
○ × 

妻の出産に伴い付き添いな

どを行う場合の休暇 

取得単位は、1日又は1

時間単位で3日間 

３日妻の

出産入院

日から出

産後2週

間 

育児参加のた

めの休暇 
○ × 

妻の産前産後期間中に当該

子もしくは、小学校未就学

の子を養育する場合の休暇 

取得単位は、1日又は1

時間単位で5日間 
５日 

子の看護休暇 ○ ○ 

中学校就学前の子を看護す

る場合（予防接種、健康診

断含む） 

１人５日、中学就学前の子

2人以上で10日

取得単位は、1日又は1

時間単位 

1人につ

き5日、

最大10

日 

短期介護休暇 ○ ○ 

配偶者、父母、子等の家族

を介護する場合(2週間以上

にわたり日常生活を営むこ

とに支障がある者） 

１人５日、要介護者２人以

上で１０日     

取得単位は、1日又は1

時間単位 

1人につ

き5日、

最大10

日 

介護休暇 ○ ○ 
配偶者、父母、子等の家族

を介護する場合 

期間中１日又は１日４時

間以内で取得可 

連続する

６月以内 

そ
の
他

早出遅出勤務 ○ ○ 

育児(小学校未就学児)・介護

等を行う職員の１日の勤務

時間をかえず、始業・終業

時刻を変更 

始業・終業時刻の変更 
必要とす

る期間 

深夜勤務の制

限 
○ ○ 

育児(小学校未就学児)・介護

等を行う職員の深夜勤務を

制限 

請求があれば、深夜勤務を

免除 

必要とす

る期間 

超過勤務の免

除 
○ ○ 

3 歳未満の子を養育する場

合超過勤務をさせない 

請求があれば、時間外勤務

を免除 

子が３歳

に達する

まで 

超過勤務の制

限 
○ ○ 

育児(小学校未就学児)・介護

等を行う職員の１月若しく

は１年の時間外勤務を制限 

１月２４時間かつ１年１

５０時間以内に時間外勤

務を制限 

必要とす

る期間 
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２．特定事業主行動計画策定に係るアンケート調査概要

（１）調査の目的 

本市における次世代育成行動計画の策定にあたっての参考とするため仕事と

生活の両立と男女共に子育てや介護への関わりを促進するなどの職員の意識や

実態について、「市職員の子育てと仕事の両立に関するアンケート調査」を実施

しました。 

（２）調査対象、調査方法及び回収結果 

１ 調査対象者 
全職員（非常勤・臨時職員は除く） 

５７２名（男性 ４３８人 女性 １３４人） 

２ 調査方法 庁内システム（ＨＡＲＰ）により回答 

３ 調査期間 平成２７年８月１１日～平成２７年８月２４日 

４ 回答数・回答率 

全 体   ２４０人（回答率 ４２.０％） 

＊男性  １６９人（回答率 ３８.６％） 

＊女性   ７１人（回答率 ５３.０％） 

（３）回答者の属性・年齢等 

①性別・年齢 

  ②職種 

10 歳代 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 合計 

対象者 5 人 127 人 84 人 151 人 140 人 65 人 572 人

回答者 1 人 44 人 44 人 84 人 49 人 18 人 240 人

回答率 20.0% 34.6% 52.4% 55.6% 35.0% 27.7% 42.0%

事務職 技術職 
医療系技

術職 
保育士 消防職 その他 合計 

対象者 307 人 92 人 20 人 26 人 103 人 24 人 572 人

回答者 157 人 50 人 9 人 5 人 17 人 2 人 240 人

回答率 51.1% 54.3% 45.0% 19.2% 16.5% 8.3% 42.0%
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③配偶者の就労状況 

④養育経験 

（４）育児に関する諸制度について 

  ①育児休業制度を知っているか 

②育児休業を取得した（する）か。※子育ての経験あり又は今後考えている回答者のみ 

③育児休業を取得した（する）動機について ※複数回答 

フルタイム勤

務 

パート等短時

間勤務 
無職 配偶者なし 合計 

全体 
97 人 31 人 59 人 53 人 240 人

40.4% 12.9% 24.6% 22.1% 100.0%

子育ての経験があ

る（現在、子育て中

の場合も含む） 

将来的に子育てを

したいと考えてい

る 

将来的にも子育て

は考えていない 
合計 

全体 
163 人 54 人 23 人 240 人 

67.9% 22.5% 9.6% 100.0% 

知っている 知らなかった 合計 

全体 
222 人 18 人 240 人 

92.5% 7.5% 100.0% 

取得した（する） 
取得しなかった（し

ない） 
無回答 合計 

全体 
64 人 145 人 8 人 217 人 

29.5% 66.8% 3.7% 100.0% 

子育てに専

念すること

ができた 

仕事をしな

がらでも子

育てはでき

ると思った 

家計（経済

的）が苦し

かった 

同僚にも育

児休業の取

得を勧めた

い 

特になし その他 

全体 
28 人 5 人 10 人 15 人 2 人 6 人

80.0% 14.3% 28.6% 42.9% 5.7% 17.1%
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④育児休業を取得する際に課題となった（なる）事項 ※複数回答 

⑤育児休業を取得した感想は ※複数回答 

⑥育児休業を取得しなかった（しない）理由について ※複数回答 
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業務の遂行に

支障がない

（迷惑をかけ

ない）ように

措置すること 

職場の理解が

得にくいこと 

昇給・昇格等

に影響（差）

がつくこと 

家計（経済的）

が苦しくなる

こと 

特になし その他 

全体 
53 人 14 人 7 人 25 人 4 人 1 人

84.1% 22.2% 11.1% 39.7% 6.3% 1.6%

子育てに専念

することがで

きた 

仕事をしなが

らでも子育て

はできると思

った 

家計（経済的）

が苦しかった 

同僚にも育児

休業の取得を

勧めたい 

特になし その他 

全体 
28 人 5 人 10 人 15 人 2 人 6 人

80.0% 14.3% 28.6% 42.9% 5.7% 17.1%

仕事を中断し

たくないため 

職場に迷惑を

かけるため 

業務が繁忙な

ため 

昇給・昇格等

に影響がある

ため 

復帰後の職場

や仕事の変化

に対応できな

くなるため 

家計（経済的）

が苦しくなる

ため 

全体 
35 人 64 人 45 人 10 人 13 人 25 人

24.6% 45.1% 31.7% 7.0% 9.2% 17.6%

自分以外に子

育てをする人

がいたため 

職場が育児休

業を取得しに

くい雰囲気の

ため 

配偶者や家族

が反対のため 

仕事と子育て

は両立できる

と思った（思

う）ため 

特になし その他 

全体 
47 人 17 人 3 人 17 人 11 人 19 人

33.1% 12.0% 2.1% 12.0% 7.7% 13.3%



⑦育児休業の取得を促進するために必要な取組み ※複数回答 

⑧配偶者出産休暇制度を知っていますか。 

⑨子どもが生まれたとき、配偶者出産休暇を取得しました（します）か。 

※男性職員で子育て経験あり又は今後考えている回答者のみ 

⑩取得しなかった（しない）理由について ※複数回答 

※男性職員で子育て経験あり又は今後考えている回答者で配偶者出産休暇を取得しなか

った（しない）回答者のみ 

業務遂行体制の

工夫・見直し 
職場の意識改革 

休業期間中の代

替職員の配置 

休業期間中の経

済的支援の拡大 

育児に関する制

度についての情

報提供 

全体 
127 人 143 人 168 人 74 人 59 人

53.4% 60.1% 70.6% 31.1% 24.8%

育児休業取得経

験者の体験談に

関する情報提供 

休業者に対する

職場の状況に関

する情報提供 

職場復帰時の研

修等の支援 
特になし その他 

全体 
40 人 58 人 33 人 9 人 8 人

16.8% 24.4% 13.9% 3.8% 3.4%

知っている 知らなかった 合計 

全体 
177 人 63 人 240 人 

73.8% 26.2% 100.0% 

取得した（す

る） 

取得しなかっ

た（しない） 
無回答 合計 

男性 
72 人 75 人 8 人 155 人 

46.5% 48.4% 5.1% 100.0% 

職場に迷惑

がかかるか

ら 

休暇取得後

で多忙にな

るから 

職場の雰囲

気が取得し

づらいから 

上司の理解

を得られな

いから 

取得する必

要性を感じ

ないから 

特になし その他 

男性 
33 人 21 人 11 人 6 人 15 人 13 人 14 人

44.6% 28.4% 14.9% 8.1% 20.3% 17.6% 18.9%
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⑪育児参加休暇制度を知っていますか。 

⑫取得しなかった（しない）理由について 

（５）休暇の取得について 

  ①年次有給休暇の取得についてどのように考えますか 

②どのような時に年次有給休暇を取得しますか。 

③超過勤務が仕事以外のプライベートな時間にどの程度、影響していますか。 

知っている 知らなかった 合計 

全体 
127 人 113 人 240 人 

52.9% 47.1% 100.0% 

職場に迷惑

がかかるか

ら 

休暇取得後

で多忙にな

るから 

職場の雰囲

気が取得し

づらいから 

上司の理解

を得られな

いから 

取得する必

要性を感じ

ないから 

特になし その他 

男性 
40 人 25 人 17 人 7 人 24 人 36 人 21 人

33.1% 20.7% 14.0% 5.8% 19.8% 29.8% 17.4%

業務に支障の

ない範囲で休

む 

周りの人が休

む程度に休む 

用事があるな

ど必要なとき

にのみ休む 

基本的には休

まない 
その他 合計 

全体 
110 人 13 人 110 人 2 人 5 人 240 人

45.8% 5.4% 45.8% 0.9% 2.1% 100.0%

子の幼稚園、学校

行事等の参加 
家族の介護 病院の通院 

趣味等の余暇活

動 
その他 

全体 
115 人 88 人 168 人 145 人 15 人

47.9% 36.7% 70.0% 60.4% 6.3%

多大な影響を与

えている 

ある程度影響を

与えている 

それほど影響は

与えていない 

まったく影響は

与えていない 
合計 

全体 
55 人 111 人 59 人 15 人 240 人

22.9% 46.3% 24.6% 6.2% 100.0%
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（６）管理職の意識について 

 ①部下の育児休業取得についてどのように考えるか。  

②部下の配偶者出産休暇取得についてどのように考えるか。 

  ③部下の育児参加休暇取得についてどのように考えるか。 

男女ともに積極

的に取得して欲

しい 

取得は権利なの

でやむを得ない 

女性職員は取得

して欲しいが、

男性職員には消

極的である 

女性職員は取得

して欲しいが、

男性職員は取得

して欲しくない 

女性職員にも消

極的であるが男

性職員には取得

して欲しくない 

管理職 
38 人 18 人 5 人 0 人 0 人

59.4% 28.1% 7.8% 0.0% 0.0%

男女ともに業務

が繁忙であると

きには取得して

欲しくない 

男女ともにでき

れば取得して欲

しくない 

その他 合計 

管理職 
0 人 1 人 2 人 64 人

0.0% 1.6% 3.1% 100.0%

積極的に取

得して欲し

い 

取得は権利

なのでやむ

を得ない 

業務が繁忙

である時に

は取得して

欲しくない 

できれば取

得して欲し

くない 

その他 合計 

管理職 
39 人 16 人 1 人 1 人 1 人 58 人

67.3% 27.6% 1.7% 1.7% 1.7% 100.0%

積極的に取得し

て欲しい 

取得は権利

なのでやむ

を得ない 

業務が繁忙

であるとき

には取得し

て欲しくな

い 

できれば取

得して欲し

くない 

その他 合計 

管理職 
34 人 16 人 4 人 1 人 2 人 57 人

59.6% 28.1% 7.0% 1.8% 3.5% 100.0%

26 



３．次世代育成支援対策推進法

次世代育成支援対策推進法 

（平成十五年法律第百二十号） 

 第一章 総則（第一条―第六条）  

 第二章 行動計画  

  第一節 行動計画策定指針（第七条）  

  第二節 市町村行動計画及び都道府県行動計画（第八条―第十一条）  

  第三節 一般事業主行動計画（第十二条―第十八条）  

  第四節 特定事業主行動計画（第十九条）  

  第五節 次世代育成支援対策推進センター（第二十条）  

 第三章 次世代育成支援対策地域協議会（第二十一条）  

 第四章 雑則（第二十二条・第二十三条）  

 第五章 罰則（第二十四条―第二十七条）  

 附則  

第一章 総則 

（目的）  

第一条  この法律は、我が国における急速な少子化の進行並びに家庭及び地域を取り巻く環境

の変化にかんがみ、次世代育成支援対策に関し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体、事

業主及び国民の責務を明らかにするとともに、行動計画策定指針並びに地方公共団体及び事業主

の行動計画の策定その他の次世代育成支援対策を推進するために必要な事項を定めることによ

り、次世代育成支援対策を迅速かつ重点的に推進し、もって次代の社会を担う子どもが健やかに

生まれ、かつ、育成される社会の形成に資することを目的とする。  

（定義）  

第二条  この法律において「次世代育成支援対策」とは、次代の社会を担う子どもを育成し、

又は育成しようとする家庭に対する支援その他の次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、か

つ、育成される環境の整備のための国若しくは地方公共団体が講ずる施策又は事業主が行う雇用

環境の整備その他の取組をいう。  

（基本理念）  

第三条  次世代育成支援対策は、父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任を有す

るという基本的認識の下に、家庭その他の場において、子育ての意義についての理解が深められ、

かつ、子育てに伴う喜びが実感されるように配慮して行われなければならない。  

（国及び地方公共団体の責務）  

第四条  国及び地方公共団体は、前条の基本理念（次条及び第七条第一項において「基本理念」

という。）にのっとり、相互に連携を図りながら、次世代育成支援対策を総合的かつ効果的に推

進するよう努めなければならない。  

（事業主の責務）  

第五条  事業主は、基本理念にのっとり、その雇用する労働者に係る多様な労働条件の整備そ

の他の労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境の整
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備を行うことにより自ら次世代育成支援対策を実施するよう努めるとともに、国又は地方公共団

体が講ずる次世代育成支援対策に協力しなければならない。  

（国民の責務）  

第六条  国民は、次世代育成支援対策の重要性に対する関心と理解を深めるとともに、国又は

地方公共団体が講ずる次世代育成支援対策に協力しなければならない。  

第二章 行動計画 

第一節 行動計画策定指針 

第七条  主務大臣は、次世代育成支援対策の総合的かつ効果的な推進を図るため、基本理念に

のっとり、次条第一項の市町村行動計画及び第九条第一項の都道府県行動計画並びに第十二条第

一項の一般事業主行動計画及び第十九条第一項の特定事業主行動計画（次項において「市町村行

動計画等」という。）の策定に関する指針（以下「行動計画策定指針」という。）を定めなけれ

ばならない。  

２  行動計画策定指針においては、次に掲げる事項につき、市町村行動計画等の指針となるべ

きものを定めるものとする。  

一  次世代育成支援対策の実施に関する基本的な事項  

二  次世代育成支援対策の内容に関する事項  

三  その他次世代育成支援対策の実施に関する重要事項  

３  主務大臣は、少子化の動向、子どもを取り巻く環境の変化その他の事情を勘案して必要が

あると認めるときは、速やかに行動計画策定指針を変更するものとする。  

４  主務大臣は、行動計画策定指針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、

子ども・子育て支援法 （平成二十四年法律第六十五号）第七十二条 に規定する子ども・子育て

会議の意見を聴くとともに、次条第一項の市町村行動計画及び第九条第一項の都道府県行動計画

に係る部分について総務大臣に協議しなければならない。  

５  主務大臣は、行動計画策定指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公

表しなければならない。  

第二節 市町村行動計画及び都道府県行動計画 

（市町村行動計画）  

第八条  市町村は、行動計画策定指針に即して、五年ごとに、当該市町村の事務及び事業に関

し、五年を一期として、地域における子育ての支援、母性並びに乳児及び幼児の健康の確保及び

増進、子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備、子どもを育成する家庭に適した良

質な住宅及び良好な居住環境の確保、職業生活と家庭生活との両立の推進その他の次世代育成支

援対策の実施に関する計画（以下「市町村行動計画」という。）を策定することができる。  

２  市町村行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一  次世代育成支援対策の実施により達成しようとする目標  

二  実施しようとする次世代育成支援対策の内容及びその実施時期  

３  市町村は、市町村行動計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、住民の

意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。  

４  市町村は、市町村行動計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、事業主、

労働者その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めなければならな
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い。  

５  市町村は、市町村行動計画を策定し、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表するよ

う努めるとともに、都道府県に提出しなければならない。  

６  市町村は、市町村行動計画を策定したときは、おおむね一年に一回、市町村行動計画に基

づく措置の実施の状況を公表するよう努めるものとする。  

７  市町村は、市町村行動計画を策定したときは、定期的に、市町村行動計画に基づく措置の

実施の状況に関する評価を行い、市町村行動計画に検討を加え、必要があると認めるときは、こ

れを変更することその他の必要な措置を講ずるよう努めなければならない。  

８  市町村は、市町村行動計画の策定及び市町村行動計画に基づく措置の実施に関して特に必

要があると認めるときは、事業主その他の関係者に対して調査を実施するため必要な協力を求め

ることができる。  

（都道府県行動計画）  

第九条  都道府県は、行動計画策定指針に即して、五年ごとに、当該都道府県の事務及び事業

に関し、五年を一期として、地域における子育ての支援、保護を要する子どもの養育環境の整備、

母性並びに乳児及び幼児の健康の確保及び増進、子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境

の整備、子どもを育成する家庭に適した良質な住宅及び良好な居住環境の確保、職業生活と家庭

生活との両立の推進その他の次世代育成支援対策の実施に関する計画（以下「都道府県行動計画」

という。）を策定することができる。  

２  都道府県行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一  次世代育成支援対策の実施により達成しようとする目標  

二  実施しようとする次世代育成支援対策の内容及びその実施時期  

三  次世代育成支援対策を実施する市町村を支援するための措置の内容及びその実施時期  

３  都道府県は、都道府県行動計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、住

民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。  

４  都道府県は、都道府県行動計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、事

業主、労働者その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めなければな

らない。  

５  都道府県は、都道府県行動計画を策定し、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表す

るよう努めるとともに、主務大臣に提出しなければならない。  

６  都道府県は、都道府県行動計画を策定したときは、おおむね一年に一回、都道府県行動計

画に基づく措置の実施の状況を公表するよう努めるものとする。  

７  都道府県は、都道府県行動計画を策定したときは、定期的に、都道府県行動計画に基づく

措置の実施の状況に関する評価を行い、都道府県行動計画に検討を加え、必要があると認めると

きは、これを変更することその他の必要な措置を講ずるよう努めなければならない。  

８  都道府県は、都道府県行動計画の策定及び都道府県行動計画に基づく措置の実施に関して

特に必要があると認めるときは、市町村、事業主その他の関係者に対して調査を実施するため必

要な協力を求めることができる。  

（都道府県の助言等）  

第十条  都道府県は、市町村に対し、市町村行動計画の策定上の技術的事項について必要な助
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言その他の援助の実施に努めるものとする。  

２  主務大臣は、都道府県に対し、都道府県行動計画の策定の手法その他都道府県行動計画の

策定上重要な技術的事項について必要な助言その他の援助の実施に努めるものとする。  

（市町村及び都道府県に対する交付金の交付等）  

第十一条  国は、市町村又は都道府県に対し、市町村行動計画又は都道府県行動計画に定めら

れた措置の実施に要する経費に充てるため、厚生労働省令で定めるところにより、予算の範囲内

で、交付金を交付することができる。  

２  国は、市町村又は都道府県が、市町村行動計画又は都道府県行動計画に定められた措置を

実施しようとするときは、当該措置が円滑に実施されるように必要な助言その他の援助の実施に

努めるものとする。  

第三節 一般事業主行動計画 

（一般事業主行動計画の策定等）  

第十二条  国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一般事業主」という。）であって、常時

雇用する労働者の数が百人を超えるものは、行動計画策定指針に即して、一般事業主行動計画（一

般事業主が実施する次世代育成支援対策に関する計画をいう。以下同じ。）を策定し、厚生労働

省令で定めるところにより、厚生労働大臣にその旨を届け出なければならない。これを変更した

ときも同様とする。  

２  一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一  計画期間  

二  次世代育成支援対策の実施により達成しようとする目標  

三  実施しようとする次世代育成支援対策の内容及びその実施時期  

３  第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を策定し、又は変更したときは、厚

生労働省令で定めるところにより、これを公表しなければならない。  

４  一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が百人以下のものは、行動計画策定指針に

即して、一般事業主行動計画を策定し、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣にそ

の旨を届け出るよう努めなければならない。これを変更したときも同様とする。  

５  前項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を策定し、又は変更したときは、厚生

労働省令で定めるところにより、これを公表するよう努めなければならない。  

６  第一項に規定する一般事業主が同項の規定による届出又は第三項の規定による公表をしな

い場合には、厚生労働大臣は、当該一般事業主に対し、相当の期間を定めて当該届出又は公表を

すべきことを勧告することができる。  

（一般事業主行動計画の労働者への周知等）  

第十二条の二  前条第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を策定し、又は変更

したときは、厚生労働省令で定めるところにより、これを労働者に周知させるための措置を講じ

なければならない。  

２  前条第四項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を策定し、又は変更したときは、

厚生労働省令で定めるところにより、これを労働者に周知させるための措置を講ずるよう努めな

ければならない。  

３  前条第六項の規定は、同条第一項に規定する一般事業主が第一項の規定による措置を講じ
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ない場合について準用する。  

（基準に適合する一般事業主の認定）  

第十三条  厚生労働大臣は、第十二条第一項又は第四項の規定による届出をした一般事業主か

らの申請に基づき、厚生労働省令で定めるところにより、当該事業主について、雇用環境の整備

に関し、行動計画策定指針に照らし適切な一般事業主行動計画を策定したこと、当該一般事業主

行動計画を実施し、当該一般事業主行動計画に定めた目標を達成したことその他の厚生労働省令

で定める基準に適合するものである旨の認定を行うことができる。  

（認定一般事業主の表示等）  

第十四条  前条の認定を受けた一般事業主（以下「認定一般事業主」という。）は、商品又は

役務、その広告又は取引に用いる書類若しくは通信その他の厚生労働省令で定めるもの（次項及

び第十五条の四第一項において「広告等」という。）に厚生労働大臣の定める表示を付すること

ができる。  

２  何人も、前項の規定による場合を除くほか、広告等に同項の表示又はこれと紛らわしい表

示を付してはならない。  

（認定一般事業主の認定の取消し）  

第十五条  厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各号のいずれかに該当するときは、第十三

条の認定を取り消すことができる。  

一  第十三条に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき。  

二  この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。  

三  前二号に掲げる場合のほか、認定一般事業主として適当でなくなったと認めるとき。  

（基準に適合する認定一般事業主の認定）  

第十五条の二  厚生労働大臣は、認定一般事業主からの申請に基づき、厚生労働省令で定める

ところにより、当該認定一般事業主について、雇用環境の整備に関し、行動計画策定指針に照ら

し適切な一般事業主行動計画（その計画期間の末日が、当該認定一般事業主が第十三条の認定を

受けた日以後であるものに限る。）を策定したこと、当該一般事業主行動計画を実施し、当該一

般事業主行動計画に定めた目標を達成したこと、当該認定一般事業主の次世代育成支援対策の実

施の状況が優良なものであることその他の厚生労働省令で定める基準に適合するものである旨

の認定を行うことができる。  

（特例認定一般事業主の特例等）  

第十五条の三  前条の認定を受けた認定一般事業主（以下「特例認定一般事業主」という。）

については、第十二条第一項及び第四項の規定は、適用しない。  

２  特例認定一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、毎年少なくとも一回、次世

代育成支援対策の実施の状況を公表しなければならない。  

３  特例認定一般事業主が前項の規定による公表をしない場合には、厚生労働大臣は、当該特

例認定一般事業主に対し、相当の期間を定めて当該公表をすべきことを勧告することができる。 

 （特例認定一般事業主の表示等）  

第十五条の四  特例認定一般事業主は、広告等に厚生労働大臣の定める表示を付することがで

きる。  

２  第十四条第二項の規定は、前項の表示について準用する。  
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（特例認定一般事業主の認定の取消し）  

第十五条の五  厚生労働大臣は、特例認定一般事業主が次の各号のいずれかに該当するときは、

第十五条の二の認定を取り消すことができる。  

一  第十五条の規定により第十三条の認定を取り消すとき。  

二  第十五条の二に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき。  

三  第十五条の三第二項の規定による公表をせず、又は虚偽の公表をしたとき。  

四  前号に掲げる場合のほか、この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。  

五  前各号に掲げる場合のほか、特例認定一般事業主として適当でなくなったと認めるとき。  

（委託募集の特例等）  

第十六条  承認中小事業主団体の構成員である一般事業主であって、常時雇用する労働者の数

が三百人以下のもの（以下この項及び次項において「中小事業主」という。）が、当該承認中小

事業主団体をして次世代育成支援対策を推進するための措置の実施に関し必要な労働者の募集

を行わせようとする場合において、当該承認中小事業主団体が当該募集に従事しようとするとき

は、職業安定法 （昭和二十二年法律第百四十一号）第三十六条第一項 及び第三項 の規定は、

当該構成員である中小事業主については、適用しない。  

２  この条及び次条において「承認中小事業主団体」とは、事業協同組合、協同組合連合会そ

の他の特別の法律により設立された組合若しくはその連合会であって厚生労働省令で定めるも

の又は一般社団法人で中小事業主を直接又は間接の構成員とするもの（厚生労働省令で定める要

件に該当するものに限る。以下この項において「事業協同組合等」という。）であって、その構

成員である中小事業主に対し、次世代育成支援対策を推進するための人材確保に関する相談及び

援助を行うものとして、当該事業協同組合等の申請に基づき厚生労働大臣がその定める基準によ

り適当であると承認したものをいう。  

３  厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項の相談及び援助を行うものとして適当でなく

なったと認めるときは、同項の承認を取り消すことができる。  

４  承認中小事業主団体は、当該募集に従事しようとするときは、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、募集時期、募集人員、募集地域その他の労働者の募集に関する事項で厚生労働省令で

定めるものを厚生労働大臣に届け出なければならない。  

５  職業安定法第三十七条第二項の規定は前項の規定による届出があった場合について、同法

第五条の三第一項及び第三項、第五条の四、第三十九条、第四十一条第二項、第四十八条の三、

第四十八条の四、第五十条第一項及び第二項並びに第五十一条の二の規定は前項の規定による届

出をして労働者の募集に従事する者について、同法第四十条の規定は同項の規定による届出をし

て労働者の募集に従事する者に対する報酬の供与について、同法第五十条第三項及び第四項の規

定はこの項において準用する同条第二項に規定する職権を行う場合について準用する。この場合

において、同法第三十七条第二項中「労働者の募集を行おうとする者」とあるのは「次世代育成

支援対策推進法（平成十五年法律第百二十号）第十六条第四項の規定による届出をして労働者の

募集に従事しようとする者」と、同法第四十一条第二項中「当該労働者の募集の業務の廃止を命

じ、又は期間」とあるのは「期間」と読み替えるものとする。  

６  職業安定法第三十六条第二項及び第四十二条の二の規定の適用については、同法第三十六

条第二項中「前項の」とあるのは「被用者以外の者をして労働者の募集に従事させようとする者
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がその被用者以外の者に与えようとする」と、同法第四十二条の二中「第三十九条に規定する募

集受託者」とあるのは「次世代育成支援対策推進法第十六条第四項の規定による届出をして労働

者の募集に従事する者」とする。  

７  厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第二項の相談及び援助の実施状況について

報告を求めることができる。  

第十七条  公共職業安定所は、前条第四項の規定による届出をして労働者の募集に従事する承

認中小事業主団体に対して、雇用情報及び職業に関する調査研究の成果を提供し、かつ、これら

に基づき当該募集の内容又は方法について指導することにより、当該募集の効果的かつ適切な実

施の促進に努めなければならない。  

（一般事業主に対する国の援助）  

第十八条  国は、第十二条第一項又は第四項の規定により一般事業主行動計画を策定する一般

事業主又はこれらの規定による届出をした一般事業主に対して、一般事業主行動計画の策定、公

表若しくは労働者への周知又は当該一般事業主行動計画に基づく措置が円滑に実施されるよう

に必要な助言、指導その他の援助の実施に努めるものとする。  

第四節 特定事業主行動計画 

第十九条  国及び地方公共団体の機関、それらの長又はそれらの職員で政令で定めるもの（以

下「特定事業主」という。）は、政令で定めるところにより、行動計画策定指針に即して、特定

事業主行動計画（特定事業主が実施する次世代育成支援対策に関する計画をいう。以下この条に

おいて同じ。）を策定するものとする。  

２  特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一  計画期間  

二  次世代育成支援対策の実施により達成しようとする目標  

三  実施しようとする次世代育成支援対策の内容及びその実施時期  

３  特定事業主は、特定事業主行動計画を策定し、又は変更したときは、遅滞なく、これを公

表しなければならない。  

４  特定事業主は、特定事業主行動計画を策定し、又は変更したときは、遅滞なく、これを職

員に周知させるための措置を講じなければならない。  

５  特定事業主は、毎年少なくとも一回、特定事業主行動計画に基づく措置の実施の状況を公

表しなければならない。  

６  特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく措置を実施するとともに、特定事業主行動計

画に定められた目標を達成するよう努めなければならない。  

第五節 次世代育成支援対策推進センター 

第二十条  厚生労働大臣は、一般事業主の団体又はその連合団体（法人でない団体又は連合団

体であって代表者の定めがないものを除く。）であって、次項に規定する業務を適正かつ確実に

行うことができると認めるものを、その申請により、次世代育成支援対策推進センターとして指

定することができる。  

２  次世代育成支援対策推進センターは、一般事業主行動計画の策定及び実施に関し、一般事

業主その他の関係者に対し、雇用環境の整備に関する相談その他の援助の業務を行うものとする。  

３  厚生労働大臣は、次世代育成支援対策推進センターの財産の状況又はその業務の運営に関
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し改善が必要であると認めるときは、次世代育成支援対策推進センターに対し、その改善に必要

な措置をとるべきことを命ずることができる。  

４  厚生労働大臣は、次世代育成支援対策推進センターが前項の規定による命令に違反したと

きは、第一項の指定を取り消すことができる。  

５  次世代育成支援対策推進センターの役員若しくは職員又はこれらの職にあった者は、第二

項に規定する業務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。  

６  第一項の指定の手続その他次世代育成支援対策推進センターに関し必要な事項は、厚生労

働省令で定める。  

第三章 次世代育成支援対策地域協議会 

第二十一条  地方公共団体、事業主、住民その他の次世代育成支援対策の推進を図るための活

動を行う者は、地域における次世代育成支援対策の推進に関し必要となるべき措置について協議

するため、次世代育成支援対策地域協議会（以下「地域協議会」という。）を組織することがで

きる。  

２  前項の協議を行うための会議において協議が調った事項については、地域協議会の構成員

は、その協議の結果を尊重しなければならない。  

３  前二項に定めるもののほか、地域協議会の運営に関し必要な事項は、地域協議会が定める。  

第四章 雑則 

（主務大臣）  

第二十二条  第七条第一項及び第三項から第五項までにおける主務大臣は、行動計画策定指針

のうち、市町村行動計画及び都道府県行動計画に係る部分並びに一般事業主行動計画に係る部分

（雇用環境の整備に関する部分を除く。）については厚生労働大臣、内閣総理大臣、国家公安委

員会、文部科学大臣、農林水産大臣、経済産業大臣、国土交通大臣及び環境大臣とし、その他の

部分については厚生労働大臣とする。  

２  第九条第五項及び第十条第二項における主務大臣は、厚生労働大臣、内閣総理大臣、国家

公安委員会、文部科学大臣、農林水産大臣、経済産業大臣、国土交通大臣及び環境大臣とする。  

（権限の委任）  

第二十三条  第十二条から第十六条までに規定する厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定

めるところにより、その一部を都道府県労働局長に委任することができる。  

第五章 罰則 

第二十四条  第十六条第五項において準用する職業安定法第四十一条第二項の規定による業

務の停止の命令に違反して、労働者の募集に従事した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰

金に処する。  

第二十五条  次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役又は三十万円以下の罰金に

処する。  

一  第十六条第四項の規定による届出をしないで、労働者の募集に従事した者  

二  第十六条第五項において準用する職業安定法第三十七条第二項の規定による指示に従わな

かった者  

三  第十六条第五項において準用する職業安定法第三十九条又は第四十条の規定に違反した者  

第二十六条  次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。  
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一  第十四条第二項（第十五条の四第二項において準用する場合を含む。）の規定に違反した

者  

二  第十六条第五項において準用する職業安定法第五十条第一項の規定による報告をせず、又

は虚偽の報告をした者  

三  第十六条第五項において準用する職業安定法第五十条第二項の規定による立入り若しくは

検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳述をした

者  

四  第二十条第五項の規定に違反した者  

第二十七条  法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人

又は人の業務に関し、第二十四条、第二十五条又は前条第一号から第三号までの違反行為をした

ときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。  

附 則

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から施行する。ただし、第七条及び第二十二条第一項の規定は

公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から、第八条から第十九条

まで、第二十二条第二項、第二十三条から第二十五条まで、第二十六条第一号から第三号まで及

び第二十七条の規定は平成十七年四月一日から施行する。  

（この法律の失効） 

第二条  この法律は、平成三十七年三月三十一日限り、その効力を失う。  

２  次世代育成支援対策推進センターの役員又は職員であった者の第二十条第二項に規定する

業務に関して知り得た秘密については、同条第五項の規定（同項に係る罰則を含む。）は、前項

の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。  

３  この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用については、この法律は、第一項の規定

にかかわらず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。  

（検討） 

第三条  政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘

案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて必

要な措置を講ずるものとする。  

附 則 （平成一七年四月一日法律第二五号） 抄

（施行期日） 

第一条  この法律は、平成十七年四月一日から施行する。  

（その他の経過措置の政令への委任） 

第十条  この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定

める。  

附 則 （平成一八年六月二日法律第五〇号） 抄

 この法律は、一般社団・財団法人法の施行の日から施行する。  

附 則 （平成二〇年一二月三日法律第八五号） 抄

（施行期日） 

第一条  この法律は、平成二十一年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、
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当該各号に定める日から施行する。  

一  附則第三条及び第九条の規定 公布の日  

二  第三条中次世代育成支援対策推進法第四条、第七条から第九条まで及び第二十二条の改正

規定 公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日  

三  第二条の規定及び第四条中次世代育成支援対策推進法第七条から第九条までの改正規定並

びに附則第五条及び第十七条の規定 平成二十二年四月一日  

四  第四条中次世代育成支援対策推進法第十二条及び第十六条の改正規定並びに附則第八条の

規定 平成二十三年四月一日  

（一般事業主行動計画の公表に関する経過措置） 

第六条  第三条の規定による改正後の次世代育成支援対策推進法（次項及び次条において「新

法」という。）第十二条第三項の規定は、この法律の施行の日以後に同条第一項に基づき策定し、

又は変更した一般事業主行動計画について適用する。  

２  新法第十二条第五項の規定は、この法律の施行の日以後に同条第四項に基づき策定し、又

は変更した一般事業主行動計画について適用する。  

（一般事業主行動計画の労働者への周知に関する経過措置） 

第七条  新法第十二条の二第一項の規定は、この法律の施行の日以後に新法第十二条第一項に

基づき策定し、又は変更した一般事業主行動計画について適用する。  

２  新法第十二条の二第二項の規定は、この法律の施行の日以後に新法第十二条第四項に基づ

き策定し、又は変更した一般事業主行動計画について適用する。  

（一般事業主行動計画の届出に関する経過措置） 

第八条  附則第一条第四号に掲げる規定の施行の際現に常時雇用する労働者の数が百人を超え、

三百人以下である次世代育成支援対策推進法第十二条第一項に規定する一般事業主が第四条の

規定による改正前の次世代育成支援対策推進法第十二条第四項の規定により届け出た一般事業

主行動計画（附則第一条第四号に掲げる規定の施行の日をその計画期間に含むものに限る。）は、

第四条の規定による改正後の次世代育成支援対策推進法第十二条第一項の規定により届け出た

一般事業主行動計画とみなす。  

（その他の経過措置の政令への委任） 

第九条  この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定

める。  

附 則 （平成二二年一二月一〇日法律第七一号） 抄

（施行期日） 

第一条  この法律は、平成二十四年四月一日から施行する。  

附 則 （平成二三年六月二四日法律第七四号） 抄

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から起算して二十日を経過した日から施行する。  

附 則 （平成二三年八月三〇日法律第一〇五号） 抄

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から施行する。  

（罰則に関する経過措置） 
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第八十一条  この法律（附則第一条各号に掲げる規定にあっては、当該規定。以下この条にお

いて同じ。）の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によることとされる場

合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。  

（政令への委任） 

第八十二条  この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に

関する経過措置を含む。）は、政令で定める。  

附 則 （平成二四年八月二二日法律第六七号） 抄

 この法律は、子ども・子育て支援法の施行の日から施行する。  

附 則 （平成二六年四月二三日法律第二八号） 抄

（施行期日） 

第一条  この法律は、平成二十七年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。  

一  第一条中次世代育成支援対策推進法附則第二条第一項の改正規定並びに附則第四条第一項

及び第二項、第十四条並びに第十九条の規定 公布の日  

（検討） 

第二条  政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律による改正後のそれぞれの法

律の規定について、その施行の状況等を勘案しつつ検討を加え、必要があると認めるときは、そ

の結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。  

（政令への委任） 

第十九条  この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で

定める。 
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４．女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 

（平成二十七年法律第六十四号）

第一章 総則（第一条―第四条） 

第二章 基本方針等（第五条・第六条） 

第三章 事業主行動計画等 

第一節 事業主行動計画策定指針（第七条） 

第二節 一般事業主行動計画（第八条―第十四条） 

第三節 特定事業主行動計画（第十五条） 

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表（第十六条・第十七条） 

第四章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置（第十八条―第二十五条） 

第五章 雑則（第二十六条―第二十八条） 

第六章 罰則（第二十九条―第三十四条） 

附則 

第一章 総則 

（目的） 

第一条  この法律は、近年、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性がそ

の個性と能力を十分に発揮して職業生活において活躍すること（以下「女性の職業生活における 

活躍」という。）が一層重要となっていることに鑑み、男女共同参画社会基本法（平成十一年 

法律第七十八号）の基本理念にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進について、その 

基本原則を定め、並びに国、地方公共団体及び事業主の責務を明らかにするとともに、基本方 

針及び事業主の行動計画の策定、女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置等に 

ついて定めることにより、女性の職業生活における活躍を迅速かつ重点的に推進し、もって男 

女の人権が尊重され、かつ、急速な少子高齢化の進展、国民の需要の多様化その他の社会経済 

情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実現することを目的とする。 

（基本原則） 

第二条  女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活における活躍に係る男女間の格差の

実情を踏まえ、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性に対する採用、教育 

訓練、昇進、職種及び雇用形態の変更その他の職業生活に関する機会の積極的な提供及びその 

活用を通じ、かつ、性別による固定的な役割分担等を反映した職場における慣行が女性の職業 

生活における活躍に対して及ぼす影響に配慮して、その個性と能力が十分に発揮できるように 

することを旨として、行われなければならない。 

２ 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活を営む女性が結婚、妊娠、出産、育児、介 

護その他の家庭生活に関する事由によりやむを得ず退職することが多いことその他の家庭生 

活に関する事由が職業生活に与える影響を踏まえ、家族を構成する男女が、男女の別を問わず、 

相互の協力と社会の支援の下に、育児、介護その他の家庭生活における活動について家族の一 

員としての役割を円滑に果たしつつ職業生活における活動を行うために必要な環境の整備等 

により、男女の職業生活と家庭生活との円滑かつ継続的な両立が可能となることを旨として、 
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行われなければならない。 

３ 女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、女性の職業生活と家庭生活との両立に関 

し、本人の意思が尊重されるべきものであることに留意されなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国及び地方公共団体は、前条に定める女性の職業生活における活躍の推進についての基 

本原則（次条及び第五条第一項において「基本原則」という。）にのっとり、女性の職業生活 

における活躍の推進に関して必要な施策を策定し、及びこれを実施しなければならない。 

（事業主の責務） 

第四条  事業主は、基本原則にのっとり、その雇用し、又は雇用しようとする女性労働者に対

する職業生活に関する機会の積極的な提供、雇用する労働者の職業生活と家庭生活との両立に資 

する雇用環境の整備その他の女性の職業生活における活躍の推進に関する取組を自ら実施す 

るよう努めるとともに、国又は地方公共団体が実施する女性の職業生活における活躍の推進に 

関する施策に協力しなければならない。 

第二章 基本方針等 

（基本方針） 

第五条  政府は、基本原則にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進に関する施策を総

合的かつ一体的に実施するため、女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針（以下「基 

本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 女性の職業生活における活躍の推進に関する基本的な方向 

二 事業主が実施すべき女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する基本的な事項 

三 女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する次に掲げる事項 

イ 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置に関する事項 

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環境の整備に関する事項 

ハ その他女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する重要事項 

四 前三号に掲げるもののほか、女性の職業生活における活躍を推進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方針を公表 

しなければならない。 

５ 前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

（都道府県推進計画等） 

第六条  都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道府県の区域内における女性の職業生活に

おける活躍の推進に関する施策についての計画（以下この条において「都道府県推進計画」とい 

う。）を定めるよう努めるものとする。 

２ 市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定められているときは、基本方針及び都道府県推 

進計画）を勘案して、当該市町村の区域内における女性の職業生活における活躍の推進に関す 

る施策についての計画（次項において「市町村推進計画」という。）を定めるよう努めるもの 

とする。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市町村推進計画を定め、又は変更したときは、 
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遅滞なく、これを公表しなければならない。 

第三章 事業主行動計画等 

第一節 事業主行動計画策定指針 

第七条  内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主が女性の職業生活における活躍

の推進に関する取組を総合的かつ効果的に実施することができるよう、基本方針に即して、次条 

第一項に規定する一般事業主行動計画及び第十五条第一項に規定する特定事業主行動計画（次 

項において「事業主行動計画」と総称する。）の策定に関する指針（以下「事業主行動計画策 

定指針」という。）を定めなければならない。 

２ 事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる事項につき、事業主行動計画の指針となる 

べきものを定めるものとする。 

一 事業主行動計画の策定に関する基本的な事項 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容に関する事項 

三 その他女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する重要事項 

３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主行動計画策定指針を定め、又は変更し 

たときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

第二節 一般事業主行動計画 

（一般事業主行動計画の策定等） 

第八条  国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一般事業主」という。）であって、常時雇

用する労働者の数が三百人を超えるものは、事業主行動計画策定指針に即して、一般事業主行動 

計画（一般事業主が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計画を 

いう。以下同じ。）を定め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣に届け出なけ 

ればならない。これを変更したときも、同様とする。 

２ 一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実施時期 

３ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更しようとするときは、 

厚生労働省令で定めるところにより、採用した労働者に占める女性労働者の割合、男女の継続 

勤務年数の差異、労働時間の状況、管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合その他 

のその事業における女性の職業生活における活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活にお 

ける活躍を推進するために改善すべき事情について分析した上で、その結果を勘案して、これ 

を定めなければならない。この場合において、前項第二号の目標については、採用する労働者 

に占める女性労働者の割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、労働時間、管理的地位 

にある労働者に占める女性労働者の割合その他の数値を用いて定量的に定めなければならない。 

４ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更したときは、厚生労 

働省令で定めるところにより、これを労働者に周知させるための措置を講じなければならない。 

５ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更したときは、厚生労 

働省令で定めるところにより、これを公表しなければならない。 

６ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、一 
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般事業主行動計画に定められた目標を達成するよう努めなければならない。 

７ 一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が三百人以下のものは、事業主行動計画策定 

指針に即して、一般事業主行動計画を定め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大 

臣に届け出るよう努めなければならない。これを変更したときも、同様とする。 

８ 第三項の規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行動計画を定め、又は変更しようと 

する場合について、第四項から第六項までの規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行 

動計画を定め、又は変更した場合について、それぞれ準用する。 

（基準に適合する一般事業主の認定） 

第九条  厚生労働大臣は、前条第一項又は第七項の規定による届出をした一般事業主からの申

請に基づき、厚生労働省令で定めるところにより、当該事業主について、女性の職業生活におけ 

る活躍の推進に関する取組に関し、当該取組の実施の状況が優良なものであることその他の厚 

生労働省令で定める基準に適合するものである旨の認定を行うことができる。 

（認定一般事業主の表示等） 

第十条  前条の認定を受けた一般事業主（次条及び第二十条第一項において「認定一般事業主」 

という。）は、商品、役務の提供の用に供する物、商品又は役務の広告又は取引に用いる書類 

若しくは通信その他の厚生労働省令で定めるもの（次項において「商品等」という。）に厚生 

労働大臣の定める表示を付することができる。 

２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、商品等に同項の表示又はこれと紛らわしい表示 

を付してはならない。 

（認定の取消し） 

第十一条  厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各号のいずれかに該当するときは、第九条

の認定を取り消すことができる。 

一 第九条に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき。 

二 この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。 

三 不正の手段により第九条の認定を受けたとき。 

（委託募集の特例等） 

第十二条  承認中小事業主団体の構成員である中小事業主（一般事業主であって、常時雇用す

る労働者の数が三百人以下のものをいう。以下この項及び次項において同じ。）が、当該承認中 

小事業主団体をして女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施に関し必要な労 

働者の募集を行わせようとする場合において、当該承認中小事業主団体が当該募集に従事しよ 

うとするときは、職業安定法（昭和二十二年法律第百四十一号）第三十六条第一項及び第三項 

の規定は、当該構成員である中小事業主については、適用しない。 

２ この条及び次条において「承認中小事業主団体」とは、事業協同組合、協同組合連合会その 

他の特別の法律により設立された組合若しくはその連合会であって厚生労働省令で定めるも 

の又は一般社団法人で中小事業主を直接又は間接の構成員とするもの（厚生労働省令で定める 

要件に該当するものに限る。）のうち、その構成員である中小事業主に対して女性の職業生活 

における活躍の推進に関する取組を実施するための人材確保に関する相談及び援助を行うも 

のであって、その申請に基づいて、厚生労働大臣が、当該相談及び援助を適切に行うための厚 

生労働省令で定める基準に適合する旨の承認を行ったものをいう。 
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３ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に規定する基準に適合しなくなったと認めると 

きは、同項の承認を取り消すことができる。 

４ 承認中小事業主団体は、第一項に規定する募集に従事しようとするときは、厚生労働省令で 

定めるところにより、募集時期、募集人員、募集地域その他の労働者の募集に関する事項で厚 

生労働省令で定めるものを厚生労働大臣に届け出なければならない。 

５ 職業安定法第三十七条第二項の規定は前項の規定による届出があった場合について、同法第 

五条の三第一項及び第三項、第五条の四、第三十九条、第四十一条第二項、第四十八条の三、 

第四十八条の四、第五十条第一項及び第二項並びに第五十一条の二の規定は前項の規定による 

届出をして労働者の募集に従事する者について、同法第四十条の規定は同項の規定による届出 

をして労働者の募集に従事する者に対する報酬の供与について、同法第五十条第三項及び第四 

項の規定はこの項において準用する同条第二項に規定する職権を行う場合について、それぞれ 

準用する。この場合において、同法第三十七条第二項中「労働者の募集を行おうとする者」と 

あるのは「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第十二条第四項の規定による届出 

をして労働者の募集に従事しようとする者」と、同法第四十一条第二項中「当該労働者の募集 

の業務の廃止を命じ、又は期間」とあるのは「期間」と読み替えるものとする。 

６ 職業安定法第三十六条第二項及び第四十二条の二の規定の適用については、同法第三十六条 

第二項中「前項の」とあるのは「被用者以外の者をして労働者の募集に従事させようとする者 

がその被用者以外の者に与えようとする」と、同法第四十二条の二中「第三十九条に規定する 

募集受託者」とあるのは「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成二十七年法 

律第六十四号）第十二条第四項の規定による届出をして労働者の募集に従事する者」とする。 

７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第二項の相談及び援助の実施状況について報 

告を求めることができる。 

第十三条 公共職業安定所は、前条第四項の規定による届出をして労働者の募集に従事する承認 

中小事業主団体に対して、雇用情報及び職業に関する調査研究の成果を提供し、かつ、これら 

に基づき当該募集の内容又は方法について指導することにより、当該募集の効果的かつ適切な 

実施を図るものとする。 

（一般事業主に対する国の援助） 

第十四条  国は、第八条第一項若しくは第七項の規定により一般事業主行動計画を策定しよう

とする一般事業主又はこれらの規定による届出をした一般事業主に対して、一般事業主行動計画 

の策定、労働者への周知若しくは公表又は一般事業主行動計画に基づく措置が円滑に実施され 

るように相談その他の援助の実施に努めるものとする。 

第三節 特定事業主行動計画 

第十五条  国及び地方公共団体の機関、それらの長又はそれらの職員で政令で定めるもの（以下 

「特定事業主」という。）は、政令で定めるところにより、事業主行動計画策定指針に即して、 

特定事業主行動計画（特定事業主が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する取組 

に関する計画をいう。以下この条において同じ。）を定めなければならない。 

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標 
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三 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実施時期 

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更しようとするときは、内閣府令で定め 

るところにより、採用した職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異、勤務時 

間の状況、管理的地位にある職員に占める女性職員の割合その他のその事務及び事業における 

女性の職業生活における活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活における活躍を推進する 

ために改善すべき事情について分析した上で、その結果を勘案して、これを定めなければなら 

ない。この場合において、前項第二号の目標については、採用する職員に占める女性職員の割 

合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、勤務時間、管理的地位にある職員に占める女性 

職員の割合その他の数値を用いて定量的に定めなければならない。 

４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを職員に 

周知させるための措置を講じなければならない。 

５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表し 

なければならない。 

６ 特定事業主は、毎年少なくとも一回、特定事業主行動計画に基づく取組の実施の状況を公表 

しなければならない。 

７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、特定事業主行動計画 

に定められた目標を達成するよう努めなければならない。 

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表 

（一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第十六条  第八条第一項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、職業生 

活を営み、又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職業生活 

における活躍に関する情報を定期的に公表しなければならない。 

２ 第八条第七項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、職業生活を営 

み、又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職業生活におけ 

る活躍に関する情報を定期的に公表するよう努めなければならない。 

（特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第十七条  特定事業主は、内閣府令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営もうとする 

女性の職業選択に資するよう、その事務及び事業における女性の職業生活における活躍に関す 

る情報を定期的に公表しなければならない。 

第四章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置 

（職業指導等の措置等） 

第十八条  国は、女性の職業生活における活躍を推進するため、職業指導、職業紹介、職業訓練、 

創業の支援その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を推進するため、前項の措置と相まって、職 

業生活を営み、又は営もうとする女性及びその家族その他の関係者からの相談に応じ、関係機 

関の紹介その他の情報の提供、助言その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務の一部を、その事務を適切に実施すること 

ができるものとして内閣府令で定める基準に適合する者に委託することができる。 

４ 前項の規定による委託に係る事務に従事する者又は当該事務に従事していた者は、正当な理 
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由なく、当該事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（財政上の措置等） 

第十九条  国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する地方公共団体の施策を支援するた 

めに必要な財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。 

（国等からの受注機会の増大） 

第二十条  国は、女性の職業生活における活躍の推進に資するため、国及び公庫等（沖縄振興開 

発金融公庫その他の特別の法律によって設立された法人であって政令で定めるものをいう。） 

の役務又は物件の調達に関し、予算の適正な使用に留意しつつ、認定一般事業主その他の女性 

の職業生活における活躍に関する状況又は女性の職業生活における活躍の推進に関する取組 

の実施の状況が優良な一般事業主（次項において「認定一般事業主等」という。）の受注の機 

会の増大その他の必要な施策を実施するものとする。 

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事業主等の受注の機会の増大その他の必要な 

施策を実施するように努めるものとする。 

（啓発活動） 

第二十一条  国及び地方公共団体は、女性の職業生活における活躍の推進について、国民の関心 

と理解を深め、かつ、その協力を得るとともに、必要な啓発活動を行うものとする。 

（情報の収集、整理及び提供） 

第二十二条  国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に資するよう、国内外にお 

ける女性の職業生活における活躍の状況及び当該取組に関する情報の収集、整理及び提供を行 

うものとする。 

（協議会） 

第二十三条  当該地方公共団体の区域において女性の職業生活における活躍の推進に関する事 

務及び事業を行う国及び地方公共団体の機関（以下この条において「関係機関」という。）は、 

第十八条第一項の規定により国が講ずる措置及び同条第二項の規定により地方公共団体が講 

ずる措置に係る事例その他の女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を活用するこ 

とにより、当該区域において女性の職業生活における活躍の推進に関する取組が効果的かつ円 

滑に実施されるようにするため、関係機関により構成される協議会（以下「協議会」という。） 

を組織することができる。 

２ 協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体の区域内において第十八条第三項の規定に 

よる事務の委託がされている場合には、当該委託を受けた者を協議会の構成員として加えるも 

のとする。 

３ 協議会を組織する関係機関は、必要があると認めるときは、協議会に次に掲げる者を構成員 

として加えることができる。 

一 一般事業主の団体又はその連合団体 

二 学識経験者 

三 その他当該関係機関が必要と認める者 

４ 協議会は、関係機関及び前二項の構成員（以下この項において「関係機関等」という。）が

相互の連絡を図ることにより、女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を共有し、関係 

機関等の連携の緊密化を図るとともに、地域の実情に応じた女性の職業生活における活躍の推 
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進に関する取組について協議を行うものとする。 

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣府令で定めるところにより、その旨 

を公表しなければならない。 

（秘密保持義務） 

第二十四条  協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に従事していた者は、正当な理由なく、 

協議会の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（協議会の定める事項） 

第二十五条  前二条に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、協議会が 

定める。 

第五章 雑則 

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 

第二十六条  厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要があると認めるときは、第八条第一項 

に規定する一般事業主に対して、報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告をすることができる。 

（権限の委任） 

第二十七条  第八条から第十二条まで及び前条に規定する厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令 

で定めるところにより、その一部を都道府県労働局長に委任することができる。 

（政令への委任） 

第二十八条  この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、政令で定める。 

第六章 罰則 

第二十九条  第十二条第五項において準用する職業安定法第四十一条第二項の規定による業務 

の停止の命令に違反して、労働者の募集に従事した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰 

金に処する。 

第三十条  次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処

する。 

一 第十八条第四項の規定に違反した者 

二 第二十四条の規定に違反した者 

第三十一条  次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役又は三十万円以下の罰金に

処する。 

一 第十二条第四項の規定による届出をしないで、労働者の募集に従事した者 

二 第十二条第五項において準用する職業安定法第三十七条第二項の規定による指示に従わなか

った者 

三 第十二条第五項において準用する職業安定法第三十九条又は第四十条の規定に違反した者 

第三十二条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。 

一 第十条第二項の規定に違反した者 

二 第十二条第五項において準用する職業安定法第五十条第一項の規定による報告をせず、又 

は虚偽の報告をした者 

三 第十二条第五項において準用する職業安定法第五十条第二項の規定による立入り若しく 

は検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳述 

をした者 
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第三十三条  法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人

又は人の業務に関し、第二十九条、第三十一条又は前条の違反行為をしたときは、行為者を罰す 

るほか、その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。 

第三十四条 第二十六条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、二十万円以下

の過料に処する。 

附 則 

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から施行する。ただし、第三章（第七条を除く。）、第五章（第

二十八条を除く。）及び第六章（第三十条を除く。）の規定並びに附則第五条の規定は、平成二

十八年四月一日から施行する。 

（この法律の失効） 

第二条  この法律は、平成三十八年三月三十一日限り、その効力を失う。 

２ 第十八条第三項の規定による委託に係る事務に従事していた者の当該事務に関して知り得た 

秘密については、同条第四項の規定（同項に係る罰則を含む。）は、前項の規定にかかわらず、 

同項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

３ 協議会の事務に従事していた者の当該事務に関して知り得た秘密については、第二十四条の 

規定（同条に係る罰則を含む。）は、第一項の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、な 

おその効力を有する。 

４ この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用については、この法律は、第一項の規定に 

かかわらず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

（政令への委任） 

第三条  前条第二項から第四項までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過

措置は、政令で定める。 

（検討） 

第四条  政府は、この法律の施行後三年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘

案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて必 

要な措置を講ずるものとする。 

（社会保険労務士法の一部改正） 

第五条  社会保険労務士法（昭和四十三年法律第八十九号）の一部を次のように改正する。 

別表第一第二十号の二十五の次に次の一号を加える。 

二十の二十六女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成二十七年法律第六十四号） 

（内閣府設置法の一部改正） 

第六条 内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）の一部を次のように改正する。 

附則第二条第二項の表に次のように加える。 

平成三十八年三月三十一日 女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針（女性の職業

生活における活躍の推進に関する法律（平成二十七年法律第六十四号）第五条第一項に規定する

ものをいう。）の策定及び推進に関すること。 
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